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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年 12月 19日

独立行政法人製品評価技術基盤機構
理事長 安井 至

◎調達機関番号 545 ◎所在地番号 13

〇第 16号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 26

] 購入等件名及び数量 独立行政法人製品評
価技術基盤機構バイオテクノロジーセンター
（木更津市）で使用するガス
契約最大使用量 160‚／ｈ
予定使用ガス量 331¶680‚

^ 調達件名の特質等 入札説明書による。
_ 供給期間 平成27年４月１日から平成28年
３月31日まで

` 需要場所 入札説明書による。
a 入札方法 入札金額は、入札者において設
定する契約最大時間流量に対する基本料金単
価（‚単価、同一月においては単一のものと
する。）及び予定使用ガス量に対する単価（‚
単価、同一月においても単一のものとする。）
を根拠（少数点以下を含むことができる。）と
し、当機構が指示する契約最大使用量及び予
定使用ガス量の対価について入札金額とする
こと。また、落札決定に当たっては入札書に
記載された金額に当該金額の８％に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするもの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の108分の100を乗じ
て得た金額を入札書に記載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。

２ 競争参加資格
\ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の契約
規程第７条及び８条の規定に該当しない者で
あること。

] 独立行政法人製品評価技術基盤機構の契約
に係る競争参加者資格審査事務取扱要領の特
例を定める要領により、平成25・26・27年度
「物品の販売」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に
格付けされている者であること。

なお、経済産業省競争参加資格（全省庁統
一資格）において、当該資格を有する者は、
同等級に格付けされている者とみなす。

^ ガス事業法第３条の規定に基づき、一般ガ
ス事業者としての許可を得ている者、又は同
法第37条の７の２第１項の規定に基づき、ガ
ス導管事業者としての届出を行っている者、
又は同法37条の９第１項の規定に基づき、大
口ガス事業者としての届出を行っている者で
あること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒151`0066 東京都渋谷区西原２－49`10

独立行政法人製品評価技術基盤機構 企画
管理部 財務・会計課 蛯谷 広美 電話
03`3481`1932

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から当
機構ホームページにて公表する。
http://www.nite.go.jp/gen/fulfil/matter/

wto-top.html

^ 入札説明会の日時及び場所 平成27年１月
６日11時 独立行政法人製品評価技術基盤機
構 別館２階会議室

_ 入札書の受領期限 平成27年２月23日17時
（郵送による場合は必着のこと。）

` 開札の日時及び場所 平成27年２月24日15

時 独立行政法人製品評価技術基盤機構 本
所本館１階 談話室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札書は無効とする。

_ 契約書作成の要否 要。
` 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。

a 手続における交渉の有無 無。
b 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ A official in charge of the disbursement

of the procuring entity : Itaru Yasui, Presi-

dent, National Institute of Technology and

Evaluation (NITE)

] Classification of the the products to be

procured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : GAS to be used in NITE Bio-

logical Resource Center (Kisarazu) cont-

racted maximum flow rate 160‚／h : Esti-

mated volume of gas for year : 331,680‚

_ Delivery period : From 1 April 2015 th-

rough 31 March 2016

` Delivery place : as shown in tender in-

struction book

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

１）not come under Article 7 and 8 of the

regulation concerning the contract that

NITE makes

２）have Grade A or B on (sale of product)

in terms of the qualification for partici-

pating in tenders by NITE (A Single qua-

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year 2013, 2014 and 2015

３）have permission to be a general gas

enterprise in accordance with Article

37-7-2, paragraph 1 of the same Act, or

have registered as a big gas enterprise in

accordance with Article 37-9, paragraph

1 of the same Act.

b Time-limit for tender : 17 : 00 23 Febru-

ary, 2015

c Contact point for the notice : Hiromi

Ebitani, Finance and Accounts Division,

Planning and Administration Department,

National Institute of Technology and Eva-

luation, 2`49`10 Nishihara Shibuyaku,

Tokyo 151`0066 Japan TEL 03`3481`

1932

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年 12月 19日
独立行政法人都市再生機構西日本支社

支社長 伊藤 治

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27

１ 調達内容
\ 品目分類番号 16

] 購入等件名及び数量 平成27年度ルームエ
アコンディショナの購入 ７品目

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期間 平成27年４月１日から平成28年
３月31日まで

` 履行場所 入札説明書による。
a 入札方法
イ 品目ごとの単価に予定数量を乗じた金額
の合計で行う。
ロ 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の８に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の108分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。なお、入札金額
を算定した基準品ごとの単価を契約単価と
する。
ハ 本業務において、入札に参加する者が関
係法人１者だった場合は、当該手続きを中
止し、再公募を実施する。

２ 競争参加資格
\ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。

] 当機構西日本支社において、平成25・26年
度物品購入等の契約に係る競争参加資格審査
の業種区分「物品販売」の認定を受けている
こと。なお、競争参加資格の認定を受けてい
ない者も競争参加資格確認資料を提出するこ
とができるが、競争に参加するためには、競
争参加資格確認資料の提出期限までに当該資
格の申請を行い、かつ、開札までに認定を受
けていなければならない（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申し立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申し立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、西日本支社長が別に
定める手続きにより「物品販売」の再認定を
受けていること。）。
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